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研究ノート

働く母親たちが参加するオンライン・コミュニティの基礎調査

尾石智美　　九州大学大学院統合新領域学府
杉山高志　　九州大学大学院人間環境学研究院

1. はじめに

近年、地域の子育てサークルや地域の子育て支
援センターおよび児童館などに代表される、物理
的な場所に存在する対面式のコミュニティの利用
者数が年々減少している。その理由として、「近
年の保育所等利用率の上昇にも表れているよう
に、子どもが低年齢時期から共働き家庭が増加し
ていることも、結果的に拠点利用者の減少に拍車
をかける要因となっている（厚生労働省 , 2021）」
と指摘されている。共働き家庭の母親は、日中は
働きに出ているため、子どもを連れて地域の子育
てサークルや地域の子育て支援センターおよび児
童館に出向くことが難しくなった。加えて、日本
では、共働き家庭であっても、母親が主に家事育
児に対応する傾向があり（久保 , 2017）、仕事と
家事育児に追われて、時間的余裕もなければ、対
面形式のコミュニティに出入りすることが難しく
なることは想像に難くない。

このように対面式のコミュニティの利用者数が
年々減少する一方で、近年では、新たな居場所と
して、インターネット空間に存在するオンライ
ン・コミュニティの利用者数が急増している（総
務省 , 2018）。オンライン・コミュニティとは、「コ
ンピュータ通信を介した人々の相互行為を通じて

形成される集まり（平井 , 2017）」のことであり、
SNS やオンライン上に形成されたツールやプラッ
トフォームを通じて多様な興味や関心を共有する
人々が集まるコミュニティを示す。オンライン・
コミュニティは、地理的制約がないがゆえに、広
い地域から構成員を集めることができ、そのため

「興味関心を共有する人が対象の制約、場所的制
約、距離的制約、時間的制約、立場的制約から解
放され、既存の集団の枠を超えて自由に情報発信、
情報受信、コミュニケーション、相談を行いうる

（熊井ら , 2003）」を可能とする。前述した、働く
母親のように、時間的制約を伴うライフステージ
にある者にとって、オンライン・コミュニティと
は、新たな育児の情報共有や交流の場となること
が推察できる。実際、子育て中の母親に焦点を当
てた、インターネット空間におけるコミュニティ
を対象とした研究は複数存在している（狩野ら , 
2003; 久木元 , 2013; 外山ら , 2010; 高谷 , 2019）。

そこで本稿では、オンライン・コミュニティの
利用実態調査の一つとして、働く母親が多く参加
しているオンライン・コミュニティで、参加者の
基本属性や利用状況を対象とした調査結果につい
て報告する。
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2. ‌�調査方法の概要

2022 年夏に、働く母親が多く参加しているオ
ンライン・コミュニティ A（個人情報保護のため
仮名で表記）で、コミュニティ内の掲示板に質問
紙（表 -1）のリンクを貼りつけ、回答を集める形
で調査を実施した（1）。A は、参加者がコメント記
載を通じて相互間のやり取りを行うタイプのオン
ライン・コミュニティであり、参加者数は常時変

3. ‌�調査結果

（1）　回答者の基本属性（表 -2）
160 名の回答のうち、155 名の有効回答を得た。

オンライン・コミュニティ A の回答者は、主に
30 代から 40 代の子持ちの既婚女性であり、フル
タイム勤務者が多く、自宅に自室を持たない者が
多いことがわかった。

動するが、おおよそ 500 名〜 600 名程度、参加者
の性別は、おおよそ女性 7 割・男性 3 割、年代は
30 〜 50 代が 8 割であった。A と筆者の関係であ
るが、筆者は 2019 年から共働き母親向けオンラ
イン・コミュニティの管理者をしており、その関
係からオンライン・コミュニティ A と数年来の交
流があったため、データ取得のための承諾を筆者
が管理者や利用者から得ることができ、本研究の
実施が可能となった。

表 -1  ‌�質問紙 
質問項目 質問内容

1） フェイスシート オンライン・コミュニティ A の参加者属性と居場所感を調べる。

　回答者の基本属性 性別、年代、婚姻状況、勤務形態、子どもの数、子どもの年齢、自宅
の自室有無。

　オンライン・コミュニティに対する居場所感 「居場所だと思う―思わない―わからない」の 3 件法で回答。
2） ‌�所属しているオンライン・コミュニティの

利用状況
回答者がどのようにオンライン・コミュニティを利用しているかを調
べる。

　① アクセス頻度 「ほぼ毎日」から「月 1 回より少ない」の 5 件法で回答。
　② コミュニティの数 「1 つ」から「5 つ以上」の 5 件法で回答。

　③ コミュニティの型 「SNS 型」「プラットフォーム型」「チャットツール型」「メッセージツー
ル型」「その他」から選択。

　④ 参加目的 複数選択可。「趣味のため」「勉強のため」「交流のため」「応援のため」
「仕事のため」「その他」。

　⑤ 利便性の評価
利便性やメリットに関する 5 つの項目について、5 件法で評価：「身支
度不要」「移動不要」「時間制約がない」「アカウント削除可能」「匿名
性がある」。
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表 -2  ‌�回答者の基本属性 
（n ＝ 155）

人数（％）
（n ＝ 155）

人数（％）
性別 子どもの有無

男性 49（31.2） 無し 26（16.7）

女性 106（68.3） 1 人 45（29.0）

年齢 2 人 68（43.8）

20 代 8（5.1) 3 人 15（9.6）

30 代 64（41.2） 4 人 1（0.6）

40 代 66（42.5） 5 人以上 0（0）

50 代 15（9.6） 子どもの年齢（複数回答、総数 211）

その他 2（1.2） 0 〜 6 歳 106（50.2）

婚姻状況 小学生 71（33.6）

既婚 129（83.2） 中学生 11（5.2）

未婚 16（10.3） 高校生 9（4.2）

離婚 10（6.4） 大学生 5（2.3）

職種 それ以上 9（4.2）

会社員・公務員（フルタイム） 87（56.1） 自宅における自室の有無

会社員・公務員（時短勤務） 19（12.2） ある 59（38.1)

自営業・フリーランス 18（11.6） ない 84（54.2）

会社役員・経営者 9（5.8） 一人暮らし 12（7.7）

アルバイト・パート 8（5.1）

学生 0

専業主婦・主夫 11（7.0）

その他 3（1.9）

（2）　‌�オンライン・コミュニティに対する居場所
感（表 -3）

オンライン・コミュニティを居場所だと思う
かについては、回答者の約 6 割は、オンライン・
コミュニティを居場所だと感じていることがわ
かった。参考数字ではあるが、子ども家庭庁が、
2022 年に行った、「こども・若者の意識と生活に
関する調査」においても、同様の結果であった（イ
ンターネット空間にあるコミュニティを「居場所」
と感じていると答えた人は 56.6％）。

表 -3  ‌�オンライン・コミュニティに対する居場所感 
（n ＝ 155）

人数（％）
オンライン・コミュニティを居場所だと思いますか

思う 98（63.2）
思わない 37（23.8）

わからない 20（12.9）

（3）　‌�所属しているオンライン・コミュニティの
アクセス頻度、数、型、参加目的（表 -4）

回答者の 8 割以上は、週 1 回以上の頻度でオン



働く母親たちが参加するオンライン・コミュニティの基礎調査 067

ライン・コミュニティにアクセスしていることが
わかった。現在所属しているオンライン・コミュ
ニティの数については、7 割弱の回答者が、1 つ
または 2 つのオンライン・コミュニティに所属し
ていた。所属しているオンライン・コミュニティ
の型については、SNS 型のオンライン・コミュニ
ティに所属する者が最も多く、次いでプラット
フォーム型、チャットツール型と続いていた（2）。

オンライン・コミュニティの参加目的については、
最も多いものは、知的好奇心を満たす「勉強のた
め」であり、次いで「趣味のため」という結果であっ
た。母親が多く参加していることから、「交流の
ため」という回答が多いことが予想されたが、最
も多かったのは、知的好奇心を満たすことを目的
とした「勉強のため」であった。次に多かったの
は、読書や音楽鑑賞など「趣味のため」という結

果であり、このことからも、子
育て中の参加者が多いコミュニ
ティだからといって、参加者同
士のコミュニケーションを目的
とするような「交流のため」が
上位にくるとは限らないことが
わかった。

（4）　‌�オ ン ラ イ ン・ コ ミ ュ ニ
ティ利用における利便性
の評価（表 -5）

利便性やメリットについて
は、回答者はオンライン・コミュ
ニティが持つ場所的・時間的制
約がないといった特徴自体を利
便性として捉えていることがわ
かった。一方で、オンライン・
コミュニティの別の特徴とな
る「アカウントがいつでも消せ
る」「匿名性がある」に関して
は、評価を二分する結果となっ
た。「アカウントがいつでも消
せる」に関しては、当てはまら
ないが 41.9％（あまり当てはま
らないが 20.6％、ぜんぜん当て

表 -4  ‌�所属しているオンライン・コミュニティの利用状況 
（n ＝ 155）

人数（％）
所属しているオンライン・コミュニティには、
どのくらいの頻度でアクセスしていますか

ほぼ毎日 63（40.6）
週２〜３回程度 45（29.0）

週１回程度 28（18.0）
２週間に１回程度 9（5.8）

月１回程度 9（5.8）
月１回より少ない 1（0.6）

あなたは、現在、何個の「オンライン・コミュニティ」に所属していますか。
1 57（36.7）
2 48（30.9）
3 28（18.0）
4 7（4.5）

5 以上 15（9.6）
所属しているオンライン・コミュニティはどの型ですか

SNS 型 71（45.8）
プラットフォーム型 33（21.3）

チャットツール型 31（20.0）
メッセージツール型 7（4.5）

その他 13（8.4）
オンライン・コミュニティの参加目的はなんですか（複数回答可）

趣味のため 52（33.3）
勉強のため 81（51.9）
交流のため 16（10.3）
応援のため 1（0.6）
仕事のため 6（3.8）

その他 0（0）
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はまらないが 21.3％）と、当てはまるが 30.6％（少
し当てはまるが 20.6％、とてもよく当てはまるが
9.7％）に傾向が分かれていた。回答者は、アカ
ウント消去がいつでもできることを、メリットと
して捉えている層といない層の両方が存在するこ
とがわかった。また、「匿名性がある」に関して

4.  おわりに

本調査における回答者の大半は、子どもを持つ
親（83.7％）であり、特に 30 代から 40 代の働く
母親が大半を占めていた。回答者の多くがそのよ
うな属性であるがゆえに、時間的余裕が限られて
おり、オンライン・コミュニティの参加頻度は低
いと予想された。しかし、実際には、回答者の 8
割以上が週 1 回以上アクセスしており、約 7 割が
週 2 ～ 3 回以上の頻度で参加していたことが判明
した。2021 年に消費者庁が実施した「オンライ
ンサロンの利用状況に関するアンケート調査」で
は、週 2 ～ 3 回以上の参加者は 37.9％であったた
め、本調査の回答者は、より高頻度でコミュニティ
にアクセスしていることが確認された。質問紙を
オンライン・コミュニティの掲示板に貼り付けて

も同様に、当てはまらないが 41.9％（あまり当て
はまらないが 18.7％、ぜんぜん当てはまらないが
23.2％）、当てはまるが 36.8％（少し当てはまる
が 25.8％、とてもよく当てはまるが 11.0％）であ
り、メリットとして捉えている層といない層の両
方が存在することがわかった。

回答を収集した方法が、頻繁にオンライン・コミュ
ニティを利用するような層の目に留まりやすかっ
た可能性も考えられるが、それでも想定外の結果
であったと言える。

回答者が、高頻度でオンライン・コミュニティ
にアクセスしていた理由として、オンライン・コ
ミュニティの特徴でもある時間的・場所的な制約
がない点が挙げられる。この点は、特に働く母親
が多い本調査の参加者にとって、高頻度にアクセ
スする環境設定に寄与していた。実際に、本調査
の結果から、「身支度が不要」「移動が不要」「24
時間アクセス可能」といった特徴を、7 割以上の
回答者がメリットであると感じていた。これらの
特徴が、時間や場所に制約のある回答者のコミュ
ニティ利用の利便性の後押しとなり、高頻度の参
加を促進した可能性が示唆される。もし、これが

表 -5  ‌�オンライン・コミュニティ利用における利便性の評価 
身支度（化粧や
着替えなど）が

不要
移動（時間や交

通費）が不要
時間の制約がな
い（24 時間ア
クセス可能）

アカウントがい
つでも消せる 匿名性がある

回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

1 ぜんぜん当てはまらない 8 5.2% 4 2.6% 2 1.3% 33 21.3% 36 23.2%
2 あまり当てはまらない 20 12.9% 2 1.3% 16 10.3% 32 20.6% 29 18.7%
3 どちらでもない 15 9.7% 4 2.6% 14 9.0% 43 27.7% 33 21.3%
4 少し当てはまる 64 41.3% 48 31.0% 42 27.1% 32 20.6% 40 25.8%
5 とてもよく当てはまる 48 31.0% 97 62.6% 81 52.3% 15 9.7% 17 11.0%
計 155 100.0% 155 100.0% 155 100.0% 155 100.0% 155 100.0%
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対面式のコミュニティであれば、これほどの頻度
で参加することは困難だったであろう。「１．は
じめに」で触れたように、対面式の子育てサーク
ルなどは、過去の時代背景に応じて増加してきた
ものの、近年では参加者減少の傾向が報告されて
いる。子育てサークルの解散要因を分析した研究

（品川 , 2004）によれば、子どもと親双方のサー
クルへの欲求が時間と共に低下したことが解散の
要因とされている。しかし、本調査の結果からも
わかるように、働く母親たちのコミュニティへの
参加ニーズが減少しているとは考えにくい。共働
き世帯数の増加に伴う、働き方の変化によって、
物理的な場へのアクセスが制約され、対面式コ
ミュニティの利用が難しくなっている一方で、オ
ンライン・コミュニティのように時間的・場所的
制約がない場であれば、参加のハードルを下げ、
コミュニティ参加の機会を増やす可能性が見えて
きた。

また本調査からは、働く母親たちのコミュニ
ティへの別のニーズも浮かび上がった。対面式コ
ミュニティに関する先行研究では、子育て中の親
が「子どもの遊び仲間を求めて」や「自身の話し
相手や仲間を求めて」といった理由で参加する傾
向が報告されている（横川・小田 , 2012）。この
ように、これまでの母親が参加するコミュニティ
へのニーズは、育児情報の収集やソーシャル・サ
ポート、他の参加者との交流が主なニーズとされ
てきた。しかし、本調査では、予想に反して「勉
強のため」（51.9％）や「趣味のため」（33.3％）
を目的にする参加者が多く、「交流のため」と回
答した者は 10％に過ぎなかった。このことから
も、育児中でも「交流」を、コミュニティ参加の
主目的としない層が存在することが明らかになっ

た。本調査で対象としたオンライン・コミュニティ
A は「子育て」や「育児支援」を強調するもので
はなく、主催者によるセミナーの開催等で学習機
会も提供していた。それゆえに、学習や趣味を目
的とする参加者が多かったことは推測できるが、
オンライン・コミュニティが持つ地理的制約を超
える、世界中どこからでもアクセスできるという
特徴が、類似のニーズを持つ働く母親たちを、自
然とこのオンライン・コミュニティに引き寄せる
結果となった可能性がある。この点からも、従来
の「育児支援」などのキーワードでは引き寄せら
れなかった層を集める場となっており、働く母親
たちが持つコミュニティへの新たなニーズが可視
化される結果となったと考えられる。

本調査では、オンライン・コミュニティが、親
たちの多様なニーズを明らかにする要素となり得
ることが示唆された。今後、働く母親が参加する
オンライン・コミュニティの実態をさらに詳細に
分析するために、複数のコミュニティや対面形式
のコミュニティとの比較も重要である。また筆者
は、関連するオンライン・コミュニティ研究を
継続し、アクティブなユーザーや、ROM（Read 
only member）といった利用者属性についての追
加調査を行う予定である。

注
（1）	 複数のオンライン・コミュニティに所属してい

る回答者には、自分が主に参加しているオンラ
イン・コミュニティをイメージの上、回答して
もらうように教示した。

（2）	 複数のオンライン・コミュニティに所属してい
る場合には、自分が主に参加しているオンライ
ン・コミュニティをイメージの上、回答しても
らうように教示しているため、回答がばらける
結果となった。
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